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受動喫煙防止対策に関する現状と取組 

 
１ 現状 
 
 
 
 
（１）受動喫煙の機会を有する者の割合 
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受動喫煙の機会を有する者の割合の年次推移

H23 H27 R1 R2 R3
 

 行政機関 医療機関 学校 職場 家庭 飲食店 遊技場 

H23 8.3 5.0 6.8 50.6 15.0 51.8 42.5 

H27 8.2 6.5 2.4 43.5 13.3 38.3 31.3 

R1 4.6 3.4 2.9 33.3 10.5 28.7 30.3 

R2 3.2 1.2 1.0 25.1 8.7 18.0 14.5 

R3 3.0 4.4 1.0 25.4 7.3 15.9 12.0 

 
（２）事業所における受動喫煙の対策状況 
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敷地内禁煙 屋内全面禁煙 喫煙場所以外は屋内全面禁煙 特に対策は行っていない

（出典：県民健康・栄養実態調査） 

資料 No.３－２ 

（出典：R2 受動喫煙防止対策実施状況調査） 

・受動喫煙の機会を有する者の割合は減少傾向だが、職場を中心に受動喫煙が生じている。 

・県が行った R2 受動喫煙防止対策実施状況調査では、業種によって対策に遅れがみられる。 
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２ 県の取組 
（１）受動喫煙対策事業 
① 事業内容 

・特に対策が遅れている製造業及び建設業の企業事例を集めた事例集を作成、配布（R3） 

・R4 年度では卸売・小売業など、さらにその他の業種の事例を追加した事例集を作成、

配布し企業間での横展開を図ることで取組促進を行う。 

 

② 掲載内容 

・制度、支援内容 

施設におけるルールやたばこの健康影響、加熱式たばこの情報、支援制度の案内 等 

・個別事業所事例 

業種、対策の内容、進め方のポイント（成功・失敗事例）、事業所へのアドバイス 等 

 

R3 受動喫煙事例集取組事例（製造業）▶ 

【取組の経緯】 

・従業員の喫煙率が全国平均より高く、喫煙  

に対する意識も低かったため取組を開始 

 

【対策の内容】 

・禁煙補助等の制度の充実 

(禁煙外来治療費、禁煙補助剤購入費補助) 

・自力禁煙者へのインセンティブ付与等 

（禁煙成功者への商品券付与） 

・喫煙者を対象とした禁煙講習会の実施 

・段階的な取組実施 

 屋内禁煙→就業時間内禁煙 

 →事業所敷地内禁煙（R4.4～） 

 

【進め方のポイント】 

・グループ全体で対策しているため、トップ 

や上司の理解・協力が得られやすかった 

→トップダウンの仕組みが必要であり、 

トップや上司の理解や協力が大切 

 

 

 

 

 

 

  

〇R3 事例集に関する企業からの主な意見 

 ・各事業所の進め方のポイントが明示されており、非常に参考になった。 

 ・他社の取組を当社に照らし合わせ、真似できることは、やっていきたい。 

・もう少し様々な内容、会社の取組状況も知りたいと思った。 
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（２）世界禁煙デー、禁煙週間に併せた記者会見の実施 

○ 「世界禁煙デー」（5/31）、「禁煙週間」（5/31～6/6）に併せ福祉保健部長が記者会見し、

加熱式たばこの健康影響や受動喫煙防止対策調査の結果などを報告した上で、改めて

禁煙の重要性を県民に周知。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 当日は事例集の掲載企業でもある KYB トロンデュール(株)の貴島代表取締役社長も

同席の上、同社の事業所敷地内禁煙や禁煙者への奨励金制度等も紹介いただいた。 

なお、同社の取組は、県が今年度開催した健康経営推進セミナーでも紹介している。 

（取組紹介動画 URL https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kenko/220521.html） 
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（３）その他啓発 

① 改正健康増進法の周知 

改正健康増進法の内容を周知するため、事業所向けのリーフレットを作成し配布 
 〈これまでの主な配布先〉 
  ・（公社）新潟県食品衛生協会  ・商工会    ・にいがた健康経営推進企業 
  ・新潟県地区食品衛生協会      ・商工会議所              ほか 
 
② 喫煙者マナー啓発 
受動喫煙防止のため、喫煙者のマナーに着目したポスター「私、煙慮します」の配布 

 〈これまでの主な配布先〉 

 ・飲食店  ・コンビニエンスストア  ・県庁舎  ・企業 
 

（４）地域機関による取組 

① 地域機関による指導・相談業務（R1～R4） 

 

※ 対象期間 令和元年度：R2.2.21～R2.3.31 、令和 4 年度：R4.4.1～R4.9.30  
  
② 地域機関が実施した立入検査の事例 

実施保健所 立入日 通報内容 指導内容 
新発田 R4.5.11 

 
遊技場について、通路・カウンタ

ー以外のほぼ全エリアが加熱式た

ばこエリアとなっており、エリア

の仕切りは透明なシートのみ。 

R3 に喫煙室の技術的基準適合、標

識等について指導し、R4.5.11 改善

状況を確認したところ、出入口の風

速の確保等、更に改善が必要な箇所

あり。R4.6.28 に再度指導を実施。 

新発田 R4.6.28 
 

新発田 R4.7.5 勤め先の社長・社員及び一部の来

客者が事務所内で紙巻きたばこを

吸っている。R3 に保健所から事

務所内禁煙にするよう指導しても

らったが、改善されていない。 

健康増進法の趣旨、法律違反による

罰則の説明を行い、事務所内は禁煙

にするよう指導。 

新発田 R4.8.23 飲食店を子連れで利用した際、各

個室で喫煙可能な状況。20 歳未

満の高校生のアルバイトもいた。 

小規模飲食店で条件を満たせば、届

出を提出することで喫煙可能室を設

けることが可能であるが、20 歳未

満の立入ができないことを説明。 
長岡 R4.7.25 麻雀店内において、利用者が加熱

式たばこを喫煙しており、施設の

管理権原者もそれを容認してい

る。 

屋内禁煙とし、紙たばこ及び加熱式

たばこを喫煙させないこと。また管

理権原者として、屋内で喫煙をする

(又は喫煙をしようとする)人へは、

喫煙の中止又はその場から退出を求

めるよう努めることを指導した。 

項目＼年度 R元 ※ R2 R3 R4 ※

喫煙可能室届出件数（新規） 213 881 13 4
相 談 ・ 通 報 件 数 398 353 138 49
立 入 検 査 0 10 13 5
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③ 地域機関が実施した立入検査後の文書指導の事例  
  R2：1 件 
  R3：事例なし 
  R4：1 件 
 

 〔 R4 文書指導の事例 〕 

違反内容 喫煙禁止場所における喫煙、喫煙器具、設備等の設置 

令和 4 年 5 月から複数回指導をしたが、虚偽の報告をするなど改善が

見られなかった。 

保健所の対応 下記について、管理権原者へ指導・助言文書を手交 

（１）屋内禁煙とし、紙たばこ及び加熱式たばこを喫煙させないこと。 

（２）管理権原者として、屋内で喫煙をする（喫煙しようとする）人

へは、喫煙の中止又はその場から退出を求めるよう努めること。 

→その後、改善されたことから、命令等さらなる対応は必要なし 

 
④ 地域機関における研修会、情報提供等の実施 （実施予定含む） 
実施事業所等 実施保健所 実施日等 参加者数等 実施内容 

局庁舎情報コーナ

ー、市村広報誌 

村上 R4.5～6 月 － ポスター掲示・リーフレッ

ト設置 

中条グランドホテ

ル（胎内市） 

新発田 R4.11.18 事業所の労務

管理者 50 名程

度 

健康づくりに関する講演

の中でたばこの健康被害

等について説明。（県作成

事業所事例集を配付） 

新潟市秋葉区文化

会館 

新津 R4.7.13 新津労働基準

協会主催職長

会議参加者 16
名 

改正健康増進法に関する

リーフレットを配付し、概

要説明と職場の受動喫煙

対策の状況確認のお願い 

－ 新津 R4.7～8 月 新津地区食品

衛生協会・約

370 施設 

厚生労働省作成の改正健

康増進法に関するチラシ

配布 

燕三条地場産業セ

ンター 

三条 R4.6.14 三条労働基準

監督署が所管

する管内事業

所の労務管理

担当者 50 人 

健康づくりに関する保健

所からの情報提供（講話）、

県作成の改正健康増進法

に関するリーフレット配

付 
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実施事業所等 実施保健所 日時等 参加者数等 実施内容 

三条商工会議所 三条 R4.6.20 三条商工会議

所主催（三条金

物卸商協同組

合員対象）健康

診 査 受 診 者 

69 人 

受動喫煙防止に関する普

及啓発（ポスターや教材な

どの展示）及び禁煙に関す

るアンケート 

かも健康ウォーク

2022（スタート・

ゴール地点：加茂

市役所駐車場） 

三条 R4.10.2 
 

334 人 受動喫煙防止に関する普

及啓発（ポスターや教材な

どの展示）及び禁煙に関す

るアンケート 

－ 南魚沼 R4.6～7 月 管内の全飲食

店・宿泊施設の

調理業務従事

者（2,031 人） 

喫煙の有無、たばこの種類

（紙巻き、葉巻、加熱式、

水、電子）、1 か月あたりの

購入金額を調査した。 
地 域 広 報 誌

「VITA」に掲載 

南魚沼 R4.9 ～ 12
月 

20,000 部 南魚沼市、湯沢町の駅、観

光案内、飲食店、服飾雑貨

店、イベントホール、官公

庁等で広く配布される観

光フリーペーパー「VITA」

9 月号に、別紙広告を掲載

した。 
南魚沼地域振興局 十日町 R5.3.1 ①南魚沼食品

衛生協会会長、

理事、事務局

長、事務局員 
②管内市町保

健事業、国保担

当者 

6～7 月に実施した調査の

結果報告と意見交換を行

う。 

未定 十日町 未定 希望事業所 健康づくり工夫セミナー

（たばこ対策に関するこ

との講話） 
東電不動産 柏崎 R4.9.20 事業所従業員

18 名（申込者

24名）※申込者

にも資料配付 

事業所従業員向けに「タバ

コと歯周病の関係につい

て」出前講座を実施 
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実施事業所等 実施保健所 日時等 参加者数等 実施内容 

柏崎地域振興局 柏崎 R4.10.19 出席者 17 名

（商工会議所

や労働基準協

会、産業保健総

合支援センタ

ー等） 

柏崎地域働き盛り世代への健

康づくり支援対策について、

地域・職域連携推進協議会で

協議（柏崎管内市村より、受

動喫煙防止対策に実施状況に

ついて関係機関へ情報提供） 
地元新聞紙への

記事掲載 

上越 R4.5 月 － 世界禁煙デー・受動喫煙につ

いての周知 
当部 HP ほか 上越 令和 4 年

6月､11月 
－ HP に禁煙外来一覧を掲載、

管内市にデータ提供、各種出

前講座で配布 
産業看護職所在

の管内事業所 

上越 R4.6 月 15 件 各事業所が取り組んでいる受

動喫煙対策を確認し、取りま

とめて共有した。 
管内事業所 上越 R4.6 月 16 名 たばこの害に関する出前講座 
上越市内地域イ

ベント、研修会 

上越 R4.10 月 約 120 部 
作成したチラシを配布 

糸魚川労働基準

協会だより（会

報）への掲載 

糸魚川 R4.5.18 会員約 250 社 世界禁煙デー・受動喫煙によ

る健康の害等の情報を掲載

し、啓発した。 
事業所へのメー

ル配信 

糸魚川 R4.5.19 18 事業所 世界禁煙デー・受動喫煙によ

る健康の害等の情報をメール

で提供し啓発した。 
株式会社伊藤建

設 

糸魚川 R4.10.3 35 名 働き盛り世代の健康づくりを

テーマに、受動喫煙の害・禁

煙の効果等を説明し受動喫煙

対策と禁煙を啓発した。（「健

康立県にいがた」のチラシを

併せて配付） 
能生生涯学習セ

ンター ロビー 

糸魚川 R4.10.27
～ 

ブースへの配

置による（自由

に持ち帰り） 

高校生マジやさいレシピコン

テスト投票会場における県作

成リーフレットの配置（配布） 
－ 佐渡 R4.10 月 6 事業所 県作成の受動喫煙防止対策に

関する取組事例集を配布 
 


